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我が国の食料の安定供給の確保の考え方

（２） 不測時に備えた食料安全保障

（１）食料安全保障の確立に向けた取組

○ 国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素が存在していることを考慮し、
国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これと輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保。

○ また、世界の人口増加等による食料需要の増大や異常気象による生産減少、新型コロナウイルス感染症などの
新たな感染症の発生による輸入や人の移動の一時的な停滞等、我が国の食料の安定的な供給に影響を及ぼす可能
性のあるリスクが顕在化しつつあり、自然災害や輸送障害等の一時的・短期的に発生するリスクも常に存在。
このため、不測の事態に備え、平素から食料供給に係るリスクの分析・評価を行うとともに、我が国の食料の

安定供給への影響を軽減するための対応策を検討、実施することにより、総合的な食料安全保障を確立。

① 国内の農業生産の増大
・担い手の確保や農地の集積・集約化
・スマート農業による生産性向上
・国産農産物の増産や国産への切替え
・輸出拡大にも対応した畜産物、果実等の増産
・食育や地産地消の推進 等

② 輸入穀物等の安定供給の確保
・輸入相手国との良好な関係の維持・強化
・関連情報の収集・分析、定期的な情報発信 等

③ 備蓄の適切な運営
・米、小麦及び飼料穀物の備蓄の適切な運営 等

○ リスクを洗い出し、そのリスクごとの影響度合、発生頻度、どう変化するか等について定期的に検証

○ 主要な不測の事態を想定した具体的な対応手順を検証 １



我が国の食料の安定供給の確保の考え方（基本法・基本計画）

〇 食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）

（食料の安定供給の確保）
第二条 食料は、人間の生命の維持に欠くことができないものであり、かつ、健康で充実した生活の

基礎として重要なものであることにかんがみ、将来にわたって、良質な食料が合理的な価格で
安定的に供給されなければならない。

２ 国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料の需給及び貿易が不安定な要素を
有していることにかんがみ、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これと輸入及び備蓄とを
適切に組み合わせて行われなければならない。

４ 国民が最低限度必要とする食料は、凶作、輸入の途絶等の不測の要因により国内における需給が
相当の期間著しくひっ迫し、又はひっ迫するおそれがある場合においても、国民生活の安定及び
国民経済の円滑な運営に著しい支障を生じないよう、供給の確保が図られなければならない。

（不測時における食料安全保障）
第十九条 国は、第二条第四項に規定する場合において、国民が最低限度必要とする食料の供給を

確保するため必要があると認めるときは、食料の増産、流通の制限その他必要な施策を
講ずるものとする。

〇 食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議決定）

第３ １.（５）食料供給のリスクを見据えた総合的な食料安全保障の確立

国民に対する食料の安定的な供給については、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、
輸入及び備蓄を適切に組み合わせることにより確保する必要がある。
また、凶作、輸入の途絶等の不測の事態が生じた場合にも、国民が最低限必要とする食料の供給の

確保を図る必要がある。
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○食料安全保障対策の概要

• 食料供給の見通しに関する情報収集・分析･提供

• 備蓄の活用と輸入の確保

• 規格外品の出荷、廃棄の抑制などの関係者の取組の促進

• 食料の価格動向などの調査･監視

レベル０ レベル１以降の事態に発展するおそれがある場合

• 緊急の増産（国民生活安定緊急措置法）

• 生産資材（種子･種苗、肥料、農薬）の確保（国民生活安定緊急措置法など）

• 買い占めの是正など適正な流通の確保（買い占め等防止法など）

• 標準価格の設定などの価格の規制（国民生活安定緊急措置法）

レベル１ 特定の品目の供給が、平時の供給を２割以上下回ると予測される場合を目安

• 熱量効率が高い作物などへの生産の転換

• 既存農地以外の土地の利用

• 食料の割当て･配給及び物価統制（物価統制令、国民生活安定緊急措置法、食糧法）

• 石油の供給の確保（石油需給適正化法）

レベル２ １人１日当たり供給熱量が2,000kcalを下回ると予測される場合を目安

（１）国内における要因
①大規模自然災害や異常気象
②感染症の流行
③家畜・水産動物の伝染性疾病や植物病害虫

（２）海外における要因
①大規模自然災害や異常気象
②感染症の流行
③家畜・水産動物の伝染性疾病や植物病害虫
④食品の安全に関する事件・事故
⑤港湾等での輸送障害
⑥輸出国等における紛争、政情不安、テロ

⑦輸出国における輸出規制
⑧輸出国ー輸入国間等の貿易上の

障害の発生（貿易摩擦）
⑨為替変動

・不測の事態のレベルの判定
・政府一体となって取り組むべき対策を決定

政府対策本部

○食料の供給に影響を及ぼす不測の要因

○不測の事態に対する体制

(本部長：大臣、本部長代理：副大臣、副本部長：大臣政務官)
・不測時のレベルについて判断
・農林水産省が実施すべき対策の協議・決定
・政府対策本部の設置要請

農林水産省対策本部

・レベル0以降の事態が発生又は当該事態に
発展するおそれがあるとの判断

・食料供給に関する対策検討チームを開催

食料安全保障室

⑩石油等の燃料の供給不足
⑪地球温暖化等の気候変動
⑫肥料（養殖用飼料）需給のひっ迫
⑬遺伝資源の入手困難
⑭水需給のひっ迫
⑮単収の伸び率の鈍化
⑯水産資源の変動
⑰人口増加に伴う食料需要増加
⑱バイオ燃料向け需要の増加
⑲新興国との輸入の競合

④食品の安全に関する事件・事故
⑤食品等のサプライチェーンの寸断
⑥地球温暖化等の気候変動

平素からの取組

食料自給力の維持向上

適切かつ効率的な備蓄の運用、安定的な輸入の確保

国内外の食料供給に関する情報の収集・分析・提供
平素からの効率的な情報収集・発信のための省内体制を強化
早期の警戒監視の強化
早期注意段階を新設し、情報の収集・分析の強化と、
関連業界、消費者への的確な情報発信等を実施

事業継続計画等の策定、状況に応じた見直し等を促進

○ 農林水産省では、不測の要因により食料の供給に影響が及ぶおそれのある事態に的確に対処するため、政
府として講ずべき対策の基本的な内容、根拠法令、実施手順等を示した「緊急事態食料安全保障指針(以下
「指針」という。）」（平成24年9月農林水産省決定）を策定。

※下線部分は令和３年７月１日改正
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緊急事態食料安全保障指針

・
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（参考）緊急事態食料安全保障指針
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供給熱量割合 [％]
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品目別供給熱量自給率 [％]

【昭和40年度】

（カロリーベース食料自給率 73％）

［国産供給熱量 1,799kcal / 人・日］
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[204kcal]

196kcal[ 60kcal]

292kcal[ 81kcal]

39kcal[34kcal]
55kcal[23kcal]
74kcal[74kcal]

99kcal
[108kcal]

157kcal[74kcal]

1,090kcal
[1,090kcal]

159kcal[52kcal]

輸入部分 輸入飼料部分
（自給としてカウントせず）
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品目別供給熱量自給率 [％]

【令和３年度】

（カロリーベース食料自給率 38％）

大豆 21%
果実 32%

我が国の食料消費構造と食料自給率の変化
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品目別生産額自給率 [％]

【令和３年度】
（生産額ベース食料自給率 63％）
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供給熱量 2,265kcal / 人・日
［国産供給熱量 860kcal / 人・日］

供給熱量割合 [％]
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□ 穀物（コメ、とうもろこし、小麦、大麦等）の需給の推移

世界の穀物の生産量、消費量、期末在庫率の推移

５

○ 世界の穀物消費量は、途上国の人口増、所得水準の向上等に伴い増加傾向で推移。2022/23年度は、2000/01
年度に比べ1.5倍の水準に増加。一方、生産量は、主に単収の伸びにより消費量の増加に対応している。

○ 2022/23年度の期末在庫率は、生産量が消費量を下回り、前年度より低下し、27.6％。直近の価格高騰年の
2012/13年度(21.1％)を上回る見込み。

資料：USDA「World Agricultural Supply and Demand Estimates」(March 2023)、「PS&D」
（注）なお、「PS&D」 については、最新の公表データを使用している。
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インド, 
38.8%

タイ, 
13.5%

ベトナム,
12.5% 35.2%

ロシア, 16.3% EU, 15.7% 豪州, 13.6% 米国,
10.7%

ウクライナ, 
9.3%アルゼンチン, 

7.9%

カナダ, 7.5%

その他, 
19.1%

ブラジル, 51.3% 米国, 38.1% その他, 
10.5%

米国, 30.5% ブラジル, 23.6% アルゼンチン,
16.7%

ウクライナ, 
13.1%

EU, 2.9%

13.2%

□ 主な農産物の貿易率 □ 2021/22年度の世界の穀物等の輸出国の内訳・割合

世界の穀物等の輸出

○ 農産物は、生産量に占める輸出量の割合が比較的低く、多くを自国の食料として消費。
○ 小麦、とうもろこし、大豆は、主要生産国で世界総輸出量の約８～９割を占める。
○ 小麦、とうもろこしは主要輸出国が多様化しているが、大豆はブラジル・米国の２か国が大半を占める。

６

（参考）

資料：米国農務省「PS＆D」(2021/22の数値）、
BP「Statistical Review of World Energy 2022」
(2021年の数値)を基に農林水産省で作成。

注：貿易率＝輸出量／生産量×100
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約６割

その他

その他



0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18

2021 2022 2023

とうもろこし

小麦

(ドル/ブッシェル)

(年)

大豆

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022

(ドル／ブッシェル)

(年)

２
０
１
４

世
界
的
な
と
う
も
ろ
こ
し
等
の
豊
作

２
０
１
３

世
界
的
な
と
う
も
ろ
こ
し
等
の
豊
作

２
０
１
２

米
国
で
高
温
・
乾
燥

２
０
１
１

米
国
で
高
温
・
乾
燥

２
０
１
０

ロ
シ
ア
で
干
ば
つ

大豆

小麦

とうもろこし

２
０
０
８

世
界
的
な
小
麦
等
の
豊
作

２
０
０
７

欧
州
天
候
不
順
、
豪
州
干
ば
つ

２
０
０
６

豪
州
大
干
ば
つ

２
０
１
６

南
米
で
天
候
不
順

２
０
１
５

欧
州
で
高
温
乾
燥

２
０
２
２

ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻

２
０
２
１

南
米
・
北
米
で
高
温
乾
燥

○ 穀物等の国際相場は、2020年後半から南米の乾燥、中国の輸入需要の増加（2020年度は2004年度の４～５倍に増加）、

2021年の北米北部の高温乾燥等により上昇。

○ 2022年、ロシアのウクライナ侵攻により、さらに上昇。特に、小麦についてはシカゴ相場で史上最高値を更新。

その後、黒海穀物イニシアチブによるウクライナ農作物の輸出や、ロシア、豪州、ブラジルといった主要国の豊作見通

しを反映し、ピーク時より低下し、2023年４月時点では概ねウクライナ侵略前の水準。

注１：シカゴ商品取引所の各月第１金曜日の期近終値の価格である。

注２：過去最高価格については、シカゴ商品取引所の全ての取引日における期近終値の最高価格。

注３：ヤード・ポンド法に基づく体積の単位であり、１ブッシェルは小麦・大豆は約27kg、とうもろこしは約25kg。

小麦
6.8ドル

14.3ドル
(2022.3.7)

とうもろこし
6.5ドル

8.3ドル
(2012.8.21)

2023年４月６日現在
の価格。
□内は過去最高値。

ロシアによる
ウクライナ侵略

（2/24）

穀物等の国際価格の動向（ドル/ブッシェル）

７

大豆
14.9ドル

17.7ドル
(2012.9.4)



□ 我が国の品目別輸入状況

○ 国内生産では国内需要を満たすことができない品目は、品目ごとの国際需給及び価格の動向を踏まえた
安定的な輸入や備蓄を通じて、国内への安定供給を図っている。

我が国における主要穀物等の安定的な輸入、備蓄

□ 我が国の農産物備蓄等の状況
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品目 概要

米
政府備蓄米の適正備蓄水準
は100万トン程度

食糧用小麦
国全体として外国産食糧用
小麦の需要量の2.3ヶ月分

飼料穀物
飼料用とうもろこし等を100
万トン程度

国
内
消
費(

令
和
３
年
度
）

８

注１：主な用途は、小麦は食糧用、とうもろこしは飼料用、大豆は油糧用である。
注２：国内消費は、農林水産省「食料需給表」（令和３年度）、国産とうもろこし（飼料用のみ）の値は農林水産省調べ（令和３年産）。

輸入内訳は、財務省「貿易統計」（2021年）を基に農林水産省にて作成。

注３：小数点以下四捨五入のため、合計値が合わない場合がある。
注４：単純化のため輸出、在庫分は捨象し、国内消費≒国内生産＋輸入と仮定。
注５：国内消費における国産、輸入については、食料自給率算定方法に従い、加工品も原料換算して含めた（例：ビスケットに含まれる小麦分を小麦としてカウント）値

としている一方、輸入内訳については、加工品の原料分は含まない値である。

輸
入
内
訳(

２
０
２
１
年
）
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2021年8月末時点

9 ９

直近の主な農産物・食品の輸出規制に関する動き （令和５年４月時点）

ロシア 小麦、メスリン、ライムギ、大麦、とうもろこし：輸出枠（4/1～6/30）
ユーラシア経済同盟 ライ麦、コメ、そば、キビ、穀物（コメを除く）のひき割り・ミール・ペレット、そば加工品、ヒマワリ種子等：輸出禁止 (4/12～6/30)、

大豆：輸出禁止（4/12~6/12）、ヒマワリ種子：輸出許可制度(7/1~8/31)
ウクライナ 小麦：輸出枠（3/30~6/30）、ライ麦：輸出枠（ 8/17～21年6/30）、そば：輸出禁止（4/2~7/1）
ベトナム コメ：輸出枠(4/10～4/30)
ミャンマー コメ：輸出枠(5/1～9/30)

※新型コロナウイルス感染拡大等による農産物・食品の主な輸出規制実施国 19か国（2020年3～12月）

注１：このほか、ルーマニア、北マケドニア、セルビア、トルコ、カザフスタン、タジキスタン、タイ、カンボジア、アルジェリア、エジプト、エルサルバドル、ホンジュラス。
注２：ユーラシア経済同盟…ロシア、ベラルーシ、カザフスタン、キルギス、アルメニア
注３：インドでは、2020年 4～7月において、政府による輸出規制はなかったが、新型コロナウイルス感染症拡大によるロックダウンの影響で、一時的に輸出が停滞。

【ロシア】
・小麦、大麦、とうもろこし：変動的輸出税（21年6/2～）

【アルゼンチン】
・小麦、大豆、とうもろこし、牛肉等：輸出税（19年12/14~）
・牛肉：一部輸出停止（21年6/23～23年12/31）
・小麦、とうもろこし：輸出上限数量設定（21年12/17～）

【インド】
・小麦：輸出禁止（22年5/13～）

注：上図は、各国の輸出規制等を網羅的に記載しているものではない。



その他

カザフスタン

米国

カナダ

豪州

EU

ウクライナ

ロシア

2022/23年度

その他

アルゼンチン

EU

豪州

カナダ

米国

ウクライナ

ロシア

2000/01年度

その他

カナダ

アルゼンチン

米国

豪州

EU

ウクライナ

ロシア

2021/22年度

トルコ
21%

イラン
19%

エジプト
15%

サウジアラビア
3%

ナイジェリア
2%

その他
40%

エジプト
16%

インドネシア
14%

トルコ
10%

パキスタン
8%

サウジアラビア
4%

その他
48%

□ ロシア、ウクライナの輸出先国（2021/22年度）

・ロシア

（参考）ロシア、ウクライナの小麦輸出先

資料：ロシアは現地情報会社のデータをもとに農林水産省で作成
ウクライナはウクライナ国家統計局。

注：ウクライナは2022年４月のデータを除く。

□ 小麦輸出量の変化
（2000/2001年度→2022/2023年度）

輸出量
3,260万トン

９

1,350万t

3,700万t

2,850万t

2,500万t

2,109万t

1,050万t

4,350万t

輸出量
1,856万トン

・ウクライナ

10

（令和５年３月時点）

1.0億トン

資料：米国農務省穀物等需給報告他により農林水産省作成(2023.3)
注：2022/2023年度は予測値

2.0億トン 2.1億トン



中国
23%

スペイン
12%

ルーマニア
8%

トルコ
7%

エジプト
7%

その他
44%

イラン
35%

トルコ
33%

韓国
8%

ラトヴィア
3%

日本
2%

その他
18%

その他
パラグアイ
南アフリカ

アルゼンチン

米国

ブラジル

ロシア

ウクライナ

2022/23年度
その他

南アフリカ ブラジル

中国

アルゼンチン

米国

ロシア

ウクライナ

2000/01年度

その他

パラグアイ
EU

アルゼンチン

ブラジル

米国

ロシア

ウクライナ

2021/22年度

□ とうもろこし輸出量の変化
（2000/2001年度→2022/2023年度）

0.8億トン

2.1億トン

□ ロシア・ウクライナの輸出先国（2021/22年度）

（参考）ロシア、ウクライナのとうもろこし輸出先
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輸出量
357万トン

・ロシア

2,350万t

330万t

5,000万t

340万t
330万t

4,699万t

2,800万t

・ウクライナ

輸出量
2,484万トン

資料：ロシアは現地情報会社のデータをもとに農林水産省で作成
ウクライナはウクライナ国家統計局。

（令和５年３月時点）

1.7億トン

資料：米国農務省穀物等需給報告他により農林水産省作成(2023.3)
注：2022/2023年度は予測値
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